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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

株式会社丸井グループは、「お客さまのお役に立つために進化し続ける」「人の成長＝企業の成長」という経営理念に基づき、従業員一人ひとりの
「お客さまのお役に立ちたい」という想いを支援し、人の成長が企業の成長につながる好循環を生み出すことにより、中長期的な企業価値の向上
に取組んでまいります。そのために、コーポレートガバナンスの強化を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、健全で透明性が高く、収益力の
ある効率的な経営を推進してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、すべて実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

原則１－４　いわゆる政策保有株式

　・当社は企業価値向上に向けて、戦略上重要な協業及び取引関係の維持発展が認められる場合を除き、原則として政策保有株式を保有しま

　　せん。

　・株式を保有する場合においては必要最低限の株数とし、当社とのシナジーに加え、当該企業の成長性やリスク、配当などのリターン等からそ

　　の保有意義を十分に検討し、取締役会または経営会議にて決定します。

　・政策保有株式の保有の合理性については定期的に検証を行い、主要株式については、毎年取締役会で確認を行うものとします。なお、保有

　　意義の薄れた株式については、当該企業の状況を勘案した上で売却をすすめます。

　・保有する株式の議決権行使にあたっては、議案内容を個別に検証した上で、賛否を決定します。

原則１－７　関連当事者間の取引

　関連当事者との取引にあたっては、企業価値及び株主共同の利益を害することのないよう、以下のとおり定めております。

　・取締役が競業取引及び利益相反取引を行う場合は、事前に取締役会の承認を得るとともに、取引終了後速やかに取締役会へ報告するもの

　　とします。

　・その他の関連当事者との取引のうち、重要な取引については、その取引条件及びその決定方法の妥当性に関して取締役会で審議し決定し

　　ます。

原則３－１　情報開示の充実

　（ｉ） 経営理念・経営計画

　　当社グループのミッションは、「お客さまのお役に立つために進化し続ける」「人の成長＝企業の成長」という経営理念に基づき、お客さまとつ

　　ながり続け、お客さまの「しあわせ」を共に創ることにあります。これこそが近年の革新と進化を支え続けてきたといえます。少しでもお客さま

　　のお役に立ちたい、お客さまに喜んでいただきたい。そしてお客さまとのつながりを大切に、すべてをお客さま視点で考え、行動する。それが

　　当社グループのDNAであり、私たちがめざす「共創経営」の原点です。

　　　

　　また、当社は、2020年度を最終年度とする5ヶ年の中期経営計画を策定いたしました。その骨子は、以下のとおりであります。

　　 1．グループの統合的な運営による企業価値の向上

　　 2．グループ事業の革新による新たな事業の創出

　　 3．最適資本構成の構築と生産性のさらなる向上　

　　詳細につきましては、当社ホームページに掲載の平成28年5月12日付「中期経営計画の策定について」をご参照ください。

　　( http://www.0101maruigroup.co.jp/pdf/settlement/16_0512/16_0512_1.pdf )

　（ｉｉ） コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方につきましては、本報告書「Ｉ-１　基本的な考え方」に記載しております。また、コーポレート

　　ガバナンスに関する基本方針につきましては、「丸井グループ　コーポレートガバナンス・ガイドライン」を定め、これを当社ホームページにて

　　開示しております。

　　（　「丸井グループ　コーポレートガバナンス・ガイドライン」　　　　http://www.0101maruigroup.co.jp/ci/governance.html　）

　（ｉｉｉ） 取締役会が取締役・経営陣幹部の報酬を決定するにあたっての方針と手続

　　・取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、指名・報酬委員会が決定します。また、執行役員の報酬についても、指

　　　名・報酬委員会が決定します。

　　・指名・報酬委員会は、委員3名以上で組織し、原則として、そのうち２名以上を社外取締役で構成することにより、審議プロセスの透明性と

　　　客観性を高めることを目的として設置します。

　　・取締役の報酬は、経営の意思決定及び監督機能を十分に発揮するための対価としてふさわしい水準を設定します。

　　・取締役及び執行役員の報酬は、定額報酬と業績連動報酬で構成します。報酬の一定割合を業績と連動させることにより、持続的な成長へ

　　　向けたインセンティブとして機能させます。ただし、社外取締役については、その役割と独立性の観点から定額報酬のみとします。

　　・監査役の報酬は、定額報酬のみとし、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査役会での協議により決定します。



　（ｉｖ） 取締役会が取締役・監査役の選任・指名を行う際の方針と手続

　　取締役候補は、性別や年齢、国籍の区別なく、それぞれの人格や見識等を十分に考慮した上で、取締役としての職務と責任を全うし、中長

　　期的な企業価値向上に貢献できる者を選定します。監査役候補は、性別や年齢、国籍の区別なく、それぞれの人格や見識等を十分に考慮

　　した上で、監査役としての職務と責任を全うし、公正な経営監視体制の確立に貢献できる者を選定します。なお、社外役員候補は、会社法上

　　の要件に加え、当社の「社外役員独立性基準」を充足する者を選定します。

　　社内取締役・社内監査役候補は、指名・報酬委員会における個別評価や人事評価等を基に、取締役による推薦を受け、経営会議、取締役

　　会で議論を経て決定します。

　　社外取締役・社外監査役候補は、当社の取締役会に必要な知識・能力・経験を有する者を選定し、経営会議、取締役会で議論を経て決定し

　　ます。なお、取締役候補は、事前に指名・報酬委員会で審議するものとし、監査役候補は、監査役会の承認を必要とします。

　（ｖ）取締役会が取締役・監査役の選任・指名を行う際の個々の選任・指名についての説明

　　現任の取締役・監査役の選任理由については以下のとおりです。

　　[取締役]

　　　青井　浩

　　　　平成17年から代表取締役社長を務めており、取締役会議長として取締役会を適正に運営するとともに、経営の重要な意思決定および業

　　　　務執行に対する監督機能を適切に果たしております。経営者として豊富な経験・知見を有しており、代表執行役員としてもグループの経

　　　　営全般を管掌し適切に職務を遂行していることから、当社の中長期的な企業価値向上に向けて十分な役割を果たすことができると判断

　　　　したため、取締役候補者といたしました。

　　　

　　　中村　正雄

　　　　経営企画や事業開発、店舗企画等の業務経験を有し、平成20年からは取締役として経営の重要な意思決定および業務執行に対する監

　　　　督機能を適切に果たしております。また、常務執行役員として小売事業を管掌し適切に職務を遂行していることから、当社の中長

　　　　期的な企業価値向上に向けて十分な役割を果たすことができると判断したため、取締役候補者といたしました。

　　　石井　友夫

　　　　人事、総務、コンプライアンス部門等の業務経験を有し、平成21年からは取締役として経営の重要な意思決定および業務執行に対する

　　　　監督機能を適切に果たしております。また、常務執行役員として人事、総務、健康推進を管掌し適切に職務を遂行していることから、当

　　　　社の中長期的な企業価値向上に向けて十分な役割を果たすことができると判断したため、取締役候補者といたしました。

　　　加藤　浩嗣

　　　　経営企画、財務、ＩＲ等の業務経験を有し、平成２８年からは取締役として経営の重要な意思決定および業務執行に対する監督機能を適

　　　　切に果たしております。また、上席執行役員として経営企画・ESG推進を掌握し、適切に職務を遂行していることから、当社の中長期的な

　　　　企業価値向上に向けて十分な役割を果たすことができると判断したため、取締役候補者といたしました。

　　[監査役]

　　　藤塚　英明

　　　　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行やオリンパス株式会社等で要職を歴任されており、各社での豊富な経験をもとに、財務・会計やリスク管理

　　　　等に優れた見識を有しており、その知見を当社の監査に活かしていただけると判断し、選任いたしました。

　　　角南　哲二

　　　　小売・店舗事業や情報システム事業、債権回収事業等の豊富な業務経験及びグループ会社社長としての経営経験を有し、当社グルー

　　　　プの様々な事業に精通していることから、当社監査役として公正な監査に貢献できると判断し、選任いたしました。

　　なお、社外取締役　堀内　光一郎氏、岡島　悦子氏、室井　雅博氏および社外監査役　大江　忠氏、高木　武彦氏の選任理由につきましては、

　　本報告書「IＩ－１【取締役関係】、【監査役関係】」にそれぞれ記載しております。　　　

補充原則４－１－１　取締役会の経営陣に対する委任の範囲の概要

　取締役会は、実効性の高いコーポレートガバナンスの実現を通じて、その監督機能を発揮するとともに、公正な判断により最善の意思決定を

　行い、適切に権限を行使することで、持続的な企業価値向上をめざすものとします。

　・取締役会は、法令、定款及び社内規程に基づく経営の重要な意思決定及び業務執行の監督を行います。

　・取締役会は、経営理念を踏まえた経営戦略や経営計画を策定し、その概要を開示します。策定した経営戦略、経営計画については、毎年進

　　捗状況等を確認・分析した上で、必要に応じて修正を行います。

　・取締役会は、代表取締役社長等の後継者計画について、経営理念や経営戦略等を踏まえ、適切に監督を行います。

　・取締役会は、法令、定款及び社内規程に基づく取締役会で決定すべき事項以外の業務執行について、その意思決定を経営会議及び執行

　　役員に委任します。

　

原則４－８　独立社外取締役の有効な活用

　社外での豊富な経験や専門性を当社の経営に活かすとともに、取締役会の監督機能強化と経営の透明性向上をはかるため、原則として３分

　の１以上を独立社外取締役とします。

　

原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　当社は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確保するために、当社における社外役員（社外取締役及び社外監査役を

　いい、その候補者を含む）の独立性基準を定めております。その詳細については、本報告書「II-１【独立役員関係】」に記載しております。

補充原則４－１１－１　取締役会の構成についての考え方

　取締役会は、専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる多様な取締役で構成します。員数は定款の定めに従い、以下の観点から最も効

　果的・効率的に取締役会の機能が発揮できる適切な員数を維持します。

　　1．経営の意思決定及び監督を行うために十分な多様性を確保できること

　　2．取締役会において独立社外取締役を中心とした議論の活性化がはかれること

　社外での豊富な経験や専門性を当社の経営に活かすとともに、取締役会の監督機能強化と経営の透明性向上をはかるため、原則として3分

　の1以上を独立社外取締役とします。

補充原則４－１１－２　取締役・監査役の兼任状況

　他社役員との兼職は、当社の職務執行に影響を及ぼさない範囲で行います。なお、重要な兼職の状況は毎年開示するものとします。



補充原則４－１１－３　取締役会全体の実効性についての分析・評価の結果の概要

　当社は、取締役会の機能向上を目的として、年1回、取締役会の実効性評価を実施することを、当社コーポレートガバナンス・ガイドラインで

　規定しております。当該条項に基づき、2016年度の取締役会の実効性評価を実施いたしました。

　■評価プロセス

　　全取締役及び全監査役を対象に、取締役会の規模・構成、運営体制、意思決定プロセス、役割・責務などの実効性に関する自己評価アン

　　ケートを実施いたしました。その集計結果を踏まえ、取締役会において、現状の評価結果及び課題の共有と今後の対応について建設的な

　　議論をおこないました。

　

　■結果の概要

　　自己評価アンケート及び取締役会における議論の結果、当社取締役会の実効性は、昨年に続き、十分確保されていると評価しております。

　

　[昨年の評価]

　　　昨年の取締役会評価では、取締役報酬が中長期的な企業価値向上と連動していないことや、後継者の育成プログラムが確立されていない

　　　ことの課題が挙がりました。

　[昨年の取組み]

　　　1つ目の取締役報酬については、取締役の報酬制度を改定し、中長期インセンティブである業績連動型株式報酬と、短期インセンティブで

　　　ある業績連動賞与を導入し、変動報酬の割合を高めました。また、制度導入後、役員報酬水準について外部機関に調査依頼を行い、変動

　　　報酬の割合が他の企業と比較し、低位にあることを課題認識いたしました。

　　　２つ目の後継者計画については、指名・報酬委員会の設置により透明性向上を図るとともに、社外取締役にも積極的に関与していただきな

　　　がら、次世代経営者育成プログラムの構築に取組みました。

　[今年の評価]

　　　昨年、導入した中長期インセンティブの変動報酬の割合が低いことや、2017年4月よりスタートした次世代経営者育成プログラムの育成内

　　　容や運営体制が途上段階であることなど、昨年、取組んだ施策に対しての継続課題が挙がりました。

　[今年の取組み]

　　　中長期インセンティブの変動報酬については、今後の世の中の動向を踏まえ、継続的に報酬割合を検証し、中長期的な企業価値向上と連

　　　動した取締役報酬を目指していきます。また、次世代経営者育成プログラムは2017年4月よりスタートしたばかりで、途上段階ではあります

　　　が、中長期的な視点で今後の配置・登用などの育成プログラムや運営体制の最善の姿を模索しながら、継続的に検証していきます。

　 　今後も、コーポレートガバナンス体制のより一層の充実を図り、取締役会のさらなる実効性向上に取組んでまいります。

補充原則４－１４－２　取締役・監査役に対するトレーニングの方針

　取締役会は、取締役、監査役、執行役員がその役割・責務を適切に果たすために必要なトレーニング及び情報提供についての社内体制を整

　備します。

　・取締役、監査役、執行役員が新たに就任する際は、法律や財務、コーポレートガバナンス、リスクマネジメント等に関する研修を行います。

　・社外取締役及び社外監査役が新たに就任する際は、経営理念や企業文化、事業内容、財務、組織等、社内の情報について共有する機会を

　　設けます。

　・取締役、監査役、執行役員への就任後は、それぞれの責務や能力、経験等に合わせたトレーニング機会の提供・斡旋やその費用の支援を

　　継続して行います。

原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針

　当社は、株主との建設的な対話を通じ、中長期的な企業価値向上をめざしてまいります。

　・経営理念や経営戦略、業績等に対する理解を得るため、ＩＲ活動の充実に努めます。

　・対話全般については、代表取締役社長が統括し、適宜ＣＦＯ、ＩＲ担当執行役員等と協議の上すすめるものとします。

　・株主との個別面談については、ＩＲ部を窓口とし、株主の希望及び面談の目的等を踏まえて、合理的な範囲で適切に対応を行います。

　・株主との建設的な対話を促進するため、ＩＲ部と関連部署は専門的見地に基づく意見交換や情報共有を定期的に行い、連携して対応を行い

　　ます。

　・株主との対話を通じて得た有用な意見・要望は、適宜取締役会等にフィードバックを行います。

　・株主構造については定期的に調査を行い、その結果を踏まえ、株主に合わせた適切な方法により、コミュニケーションの充実をはかります。

　・株主との対話にあたっては、法令及び関連規則等を遵守し、インサイダー情報を適切に管理します。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 30,135,500 12.89

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 17,144,700 7.33

GOLDMAN，　SACHS　＆　CO．　REG 6,185,739 2.64

青井不動産株式会社 6,019,606 2.57

株式会社三菱東京UFJ銀行 5,808,184 2.48

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 5,460,800 2.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 4,179,600 1.78



日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 3,814,200 1.63

東宝株式会社 3,779,300 1.61

公益財団法人青井奨学会 3,234,235 1.38

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特にございません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

堀内　光一郎 他の会社の出身者

岡島　悦子 他の会社の出身者 △

室井　雅博 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

堀内　光一郎 ○ ―――

会社経営の経験と幅広い見識を有し、独立した
客観的な立場から当社社外取締役として積極
的に発言していただくなど、現在も適切に職務
を遂行していただいており、引き続き経営の監
督機能の強化等に貢献していただけると判断
したため、社外取締役候補者といたしました。
また、当社の社外取締役として一般株主と利益
相反の生じるおそれがないと判断される客観
的な立場にあり、独立役員として適任でありま
す。



岡島　悦子 ○

岡島　悦子氏は、株式会社プロノバの代
表取締役社長であり、当社は、平成26年
度ならびに同27年度において、ダイバーシ
ティ（多様性）に関する造詣が深い同社に
女性の活躍推進に向けた研修のサポート
をしていただきました。当社の「社外役員
独立性基準」を満たしており、かつ、実質
面においても独立性への影響はございま
せん。

会社経営の経験と幅広い見識を有し、またダイ
バーシティ（多様性）に関する造詣も深く、独立
した客観的な立場から当社社外取締役として
現在も適切に職務を遂行していただいており、
引き続き経営の監督機能の強化等に貢献して
いただけると判断したため、社外取締役候補者
といたしました。また、当社の社外取締役として
一般株主と利益相反の生じるおそれがないと
判断される客観的な立場にあり、独立役員とし
て適任であります。

室井　雅博 ○

室井　雅博氏は、当社を取引先とする株
式会社野村総合研究所の取締役を務め
ておりましたが、平成29年6月をもって退
任いたしました。なお、直近事業年度にお
ける同社への当社の支払額は8百万円、
当社連結売上高に占める割合は0．002％
であり、当社の「社外役員独立性基準」を
満たしており、かつ、実質面においても独
立性への影響はございません。

会社経営者としてコーポレートガバナンス改革
を主導してきた経験の他に、先端技術・デジタ
ル分野に関する造詣も深く、当社が今後推進
するオープンイノベーションによる成長戦略を
展開するにあたり、経営の監督機能の強化等
に貢献していただけると判断したため、社外取
締役候補者といたしました。また、当社の社外
取締役として一般株主と利益相反の生じるおそ
れがないと判断される客観的な立場にあり、独
立役員として適任であります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0 なし

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0 なし

補足説明

指名・報酬委員会は、取締役及び役付執行役員の選定、ならびに取締役及び執行役員の報酬制度に関する審議プロセスの透明性と客観性を高
めることを目的として設置しております。

・指名・報酬委員会は、委員３名以上で組織し、原則として、そのうち２名以上を社外取締役で構成しております。

・指名・報酬委員会の委員は、取締役会の決議により選任しております。

・指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に基づき、取締役及び執行役員の指名に関する次の事項を審議します。

　１．株主総会に提出する取締役候補選任に関する事項

　２．役付執行役員選任に関する事項

　３．上記のほか、取締役会から諮問のあった事項

・指名・報酬委員会は、取締役会の委任に基づき、取締役の報酬については株主総会で決議された報酬制度及び報酬限度額の範囲内で、取締

　役及び執行役員の報酬に関する次の事項を審議・決定します。

　１．取締役及び執行役員の個別報酬に関する事項

　２．取締役及び執行役員の報酬制度の変更に関する事項

　３．上記のほか、取締役会から諮問・委任のあった事項

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

・監査役は、会計監査人と互いに業務執行と決算内容を十分に確認するため、適宜ミーティングを開催しております。

・ガバナンス上のリスクについては、監査役が年度方針を策定し、監査部が監査役のサポート機能を担って速やかに対応するとともに、内部監査

　は監査部が独自の年度計画に従って実施しています。また、原則月1回、子会社監査役も含め定例のミーティングを開催し、グループ全体の

　状況の確認と情報の共有をはかっております。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

大江　忠 弁護士

高木　武彦 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大江　忠 ○ ―――

弁護士として長年培ってきた法的な専門知識と
経験をもとに、当社社外監査役として現在も職
務を適切に遂行していただいており、引き続き
職務を全うしていただけると判断したため、社
外監査役候補者といたしました。また、当社の
社外監査役として一般株主と利益相反の生じ
るおそれがないと判断される客観的な立場に
あり、独立役員として適任であります。

高木　武彦 ○ ―――

税理士の資格を有し、会計分野に関する専門
知識と経験をもとに、当社の社外監査役として
現在も職務を適切に遂行していただいており、
引き続き職務を全うしていただけると判断した
ため、社外監査役候補者といたしました。また、
当社の社外監査役として一般株主と利益相反
の生じるおそれがないと判断される客観的な立
場にあり、独立役員として適任であります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

株式会社丸井グループ（以下「当社」という）は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確保するために、当社における社外役
員（社外取締役及び社外監査役をいい、その候補者を含む）の独立性基準を以下のとおり定め、社外役員が次の項目を全て満たす場合、当社に
とって十分な独立性を有しているものとみなします。

１．現に当社及び当社の関係会社（以下、併せて「当社グループ」という）の業務執行者（注１）ではなく、かつ就任前１０年以内に業務執行者であっ
たことがないこと。

２．当社グループを主要な取引先としている者（注２）、またはその業務執行者でないこと。



３．当社グループの主要な取引先（注３）、またはその業務執行者でないこと。

４．当社の議決権の１０％以上の議決権を直接または間接的に保有している当社の大株主、またはその業務執行者でないこと。

５．当社グループが総議決権の１０％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者の業務執行者でないこと。

６．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注４）を得ているコンサルタント、公認会計士等の会計専門家および弁護士等の
法律専門家でないこと。なお、これらの者が法人・組合等の団体である場合は当該団体に所属する者を含む。

７．当社グループから多額の金銭その他の財産（注４）による寄付を受けている者でないこと。なお、これらの者が法人・組合等の団体である場合
は当該団体に所属する者を含む。

８．当社の会計監査人でないこと。なお、会計監査人が法人・組合等の団体である場合は当該団体に所属する者を含む。

９．過去５年間において、上記２～８までに該当していた者でないこと。

１０．近親者（注５）が上記の２から８までのいずれか（６号及び８号を除き、重要な業務執行者（注６）に限る）に該当する者でないこと。

１１．社外役員の相互就任関係（注７）となる他の会社の業務執行者でないこと。

（注釈）

注１： 「業務執行者」とは、株式会社の業務執行取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、会社以外の法人・団体の理事、その他これら

に類する役職の者および会社を含む法人・団体の使用人等をいう。

注２： 「当社グループを主要な取引先としている者」とは、次のいずれかに該当する者をいう。

1.当社グループに対して商品またはサービスを提供している取引先グループ（直接の取引先が属する連結グループに属する者をいう、以下　同様
とする）であって、直前事業年度における当社グループへの当該取引先グループの取引額が１，０００万円以上でかつ当該取引先グループの連結
売上高または総収入金額の２％を超える者。

2.当社グループが負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度末における当社グループの当該取引先グループへの負債総額が１，
０００万円以上でかつ当該取引先グループの当該事業年度末における連結総資産の２％を超える者。　

注３： 「当社グループの主要な取引先」とは、次のいずれかに該当する者をいう。

1.当社グループが商品またはサービスを提供している取引先グループであって、直前事業年度における当社グループの当該取引先グループへの
取引額が１，０００万円以上でかつ当社グループの連結売上高の２％を超える者。

2.当社グループに対して負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度末における当社グループへの当該取引先グループの負債総
額が１，０００万円以上でかつ当社グループの当該事業年度末における連結総資産の２％を超える者。

3.当社グループが借入れをしている金融機関グループ（直接の借入先が属する連結グループに属する者をいう）であって、直前事業年度末におけ
る当社グループの当該金融機関グループからの借入金総額が当社グループの当該事業年度末における連結総資産の２％を超える者。

注４： 「多額の金銭その他の財産」とは、その価額の総額が直前事業年度において１，０００万円以上のものをいう。

注５： 「近親者」とは、配偶者及び二親等内の親族をいう。

注６： 「重要な業務執行者」とは、取締役、執行役、執行役員及び部長格以上の業務執行者またはそれらに準ずる権限を有する業務執行者をい

う。

注７：「社外役員の相互就任関係」とは、当社グループの業務執行者が他の会社の社外役員であり、かつ、当該他の会社の業務執行者が当社の
社外役員である関係をいう。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

業績連動賞与

　各取締役の職責にもとづき、報酬額の10%相当額を事業年度ごとの業績目標（連結営業利益とする）に対する達成度合いに応じて90～110%の

　範囲内で変動させて決定いたします。

業績連動型株式報酬

　平成29年3月末日で終了する事業年度から平成31年3月末日で終了する事業年度までの3事業年度を対象として、各取締役の役位に応じてポ

　イントを毎年一定の時期に付与し、最終事業年度の会社業績指標（ＲＯＥ、ＲＯＩＣ、ＥＰＳの3項目とする）の目標値に対する達成度に応じて0～

　100%の範囲で業績連動係数を決定し、これを累積ポイント数に乗じて各取締役に交付する株式数を決定いたします。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

取締役に支払った報酬210百万円、監査役に支払った報酬49百万円、計260百万円



報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬限度額を年額300百万円（使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含みません。）とすることを平成24年6月27日開催の株主総
会において決定しております。業績連動賞与ならびに業績連動型株式報酬につきましては、報酬限度額とは別枠でそれぞれ年額100百万円、年
額300百万円の限度額を平成28年6月29日開催の株主総会で決定しております。なお、取締役個々の報酬につきましては社外取締役が過半数を
占める指名・報酬委員会におきまして、グループ経営に対する責任度合い、中期経営計画の進捗度合い等を総合的に考慮したうえで協議・決定し
ております。

また、監査役の報酬限度額は月額6百万円であり、昭和62年4月28日の株主総会でこれを決定しております。監査役個々の報酬につきましては、
監査役会の協議によって定めております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役、社外監査役へのサポート体制は経営企画部及び総務部、監査部が担っており、社外取締役、社外監査役に対しても取締役会の資
料を事前に配布しその内容を説明するなど情報伝達体制の強化に努めております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

取締役7名のうち3名は社外取締役であり、任期を1年とし執行の透明性と経営責任の明確化をはかっております。取締役会は原則として年10回開
催され、充実した審議と取締役の職務執行に関する監督が実行されております。当社グループ決裁規程により、当社グループの取締役及び執行
役員としての職務権限を明確にするとともに、子会社における重要な決議事項の当社への報告を定め、純粋持株会社として子会社の適正な事業
執行を統治しております。また、当社は監査役設置会社制度を採用しております。監査役は4名、うち社外監査役が2名の体制となっており、平成
28年度に係る定時株主総会において、補欠の社外監査役1名を選任しております。

なお、指名・報酬委員会については、本報告書「ＩＩ－1【取締役関係】」に記載しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

独立社外取締役を中心とした議論を活性化し、取締役会の監督機能強化をはかるために現状の体制としております。また、独立した立場から経
営の客観性・透明性を高めるために、豊富な経験と幅広い見識を有した人材を社外取締役に選任しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会開催日の3週間前に招集通知を発送しております。

電磁的方法による議決権の行使 2006年6月総会より、電磁的方法による議決権の行使を導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2011年6月総会より、議決権電子行使プラットフォームへ参加をしております。

招集通知（要約）の英文での提供 2012年6月総会より提供しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
丸井グループディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページで公表
しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会、ＭＡＲＵＩ　ＩＲ　ＤＡＹ（共創経営レポート説明会、事業中期経営計
画説明会）など、年4回程度開催しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
海外機関投資家を個別訪問をするとともに、随時来社に対応しております。ま
た、証券会社のコンファレンスにも定期的に参加しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

（IRに関するURL）　　http://www.0101maruigroup.co.jp/index.html

（掲載している情報）　決算情報、共創経営レポート、主要経営指標の推移、月
次売上、株価情報、株主総会、報告書、株主優待制度のご案内、電子公告、
ディスクロージャーポリシー、ＩＲカレンダー、ニュースリリース

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

マルイグループ行動規範に規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

「環境・社会貢献推進委員会」を設置し、グループ横断で環境保全活動・社会貢

献活動に取組んでおります。その取組み内容を「共創サステナビリティレポート2016」として
まとめ冊子を作成するとともにホームページで開示しております。

（「共創サステナビリティレポート２2016」　　
http://www.0101maruigroup.co.jp/csr/reporthtml）

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、公正かつ透明性の高い経営の実現に向け、法令及び関連規則等を遵守し、適時
適

切に情報開示を行っております。

・情報開示担当部署は経営企画部、ＩＲ部、総務部、財務部としております。

・株主をはじめとするステークホルダーが当社への理解を深めるために有益な情報につい
て

　は、財務情報・非財務情報にかかわらず、積極的に開示を行っております。

・開示にあたっては、株主をはじめとするステークホルダーがアクセスしやすい方法で行っ
て

　おります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、グループ経営という視点で内部統制システムの整備をすすめ、健全で透明性が高い、効率的な経営を推進しております。

経営上の高リスク分野を管理するため設置した6委員会（広報IR委員会、内部統制委員会、環境・社会貢献推進委員会、個人情報保護推進委

員会、安全管理委員会およびインサイダー取引防止委員会）により、スピーディーな業務の改善と事故の未然防止をはかるとともに、各委員会

の統括機能として代表取締役を議長とするコンプライアンス推進会議を設置し、当社グループのリスク管理を行っております。

内部統制の推進を総務部と監査部が連携して行い、グループ各社の業務内容、想定されるリスクとその対応策の文書化・モニタリングなどを通

じて、経営上のリスクの最小化を推進しております。

グループ行動規範の周知徹底をはかり、当社グループとして高い倫理観にもとづく健全な企業活動を推進しております。

当社グループ全体で法令及びグループ内規程の順守を徹底するために、各種マニュアルの整備を行い、教育を推進しております。

社外の弁護士にも直接通報できるマルイグループホットライン（内部通報制度）を設け、問題発生の未然防止と早期発見をはかっております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力などからの不当な要求には一切応じることなく、関係遮断をおこなうとともに、警察・弁護士などの外部専門機関との連携を強化し、
反社会的勢力排除のための体制整備をすすめております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は、平成20年6月27日開催の第72回定時株主総会において、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入し、その後、
平成23年6月29日開催の第75回定時株主総会および、平成26年6月26日開催の第78回定時株主総会において、内容の一部を改定した上で、更
新することについてご承認いただいておりました（以下、更新後のプランを本プランといいます。）。本プランの有効期間は、平成29年6月26日開催
の第81回定時株主総会終結の時までとなっておりましたが、当社は、平成29年5月11日開催の取締役会において、有効期間満了をもって本プラン
を更新しないことを決議いたしました。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

[適時開示体制の概要]

１．情報開示の担当部署

　　情報開示担当部署は経営企画部、ＩＲ部、総務部、財務部としております。

２．情報収集の体制

　　取締役会において、当社および当社グループ各社の内部情報が報告され、共有化がはかられております。

　　特に、適時開示規則に基づいて開示が必要になると思われる情報については、関係部署と情報開示担当部署が連携し、情報の把握を行っ

　　ております。

３．情報開示に係わる対応の決定機関

　　取締役会での決定事項のうち、適時開示が必要な事項については、取締役会において開示する内容・日時・方法などを決定し、情報開示担

　　当部署による手続きを通じて、すみやかに情報開示を行っております。


